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原子力と食品の安全
――行政組織の独立性・専門性・セクショナリズム――
藤田由紀子
１．はじめに
本稿は、２０１１年３月１１日の東日本大震災の大地震・大津波による被害を契機
として引き起こされた東京電力福島第一原子力発電所における一連の事故、お
よびその後の放射性物質による食品への汚染の問題に対する政府の対応につい
て検討する。
日本の行政組織においては、諮問機関を置いて専門家を組織の中に確保する
ことで科学的専門性を獲得し、緊急時における対応も含めて政策決定に科学的
判断を取り入れる制度設計がなされている。また、科学的専門性の高い行政領
域に従事する職員も、その業務内容に見合う能力を有しているはずであった。
しかし、今回の原発事故によって、政府内の専門性に関わる制度や人材が、国
民の期待に十分に応えられるほどには機能しないことが明らかになった。その
原因として、組織の制度設計の問題や人的資源の質・量の問題が大きく関わっ
ていると考えられる。
そこで、本稿では、原発事故とそれを契機とする放射性物質による食品への
汚染の事例において、政府や関連する諮問機関がどのように対応したかを確認
するとともに、緊急時において期待されていた機能が何故果たされなかったの
かについて、組織と人的資源の側面から説明する。
本稿の構成は次の通りである。まず、第２節で日本の原子力行政と食品安全
行政の概要を説明し、どちらの行政分野も多くの府省が関わり、縦割り行政の
弊害に陥りやすいことを示す。第３節では、原発事故の発生を受けてそれに対
応するための組織が立ち上げられたが、既存の組織も合わせ、それぞれの組織
が情報を共有し、専門家の英知を統合できるような仕組みではなかったことを
示す。第４節では、原発事故が進行し、拡散された放射性物質による食品への
汚染が広がる中で、政府内ではアクター間の信頼構築が失敗するとともに、国
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民からの信頼の獲得にも失敗したことを示す。第５章で、そうした問題が生じ
た原因について、関連する組織の独立性と専門性の側面から明らかにするとと
もに、セクショナリズムの問題について言及する。そして、第７節において全
体を総括して、本稿の結びとしたい。
なお、放射性物質による食品への汚染の問題に関しては、地方自治体におけ
る検査体制を含めた執行過程の検証が非常に重要であると考えられるが、本稿
では扱えなかった。そのため、本稿の考察の主な対象は、中央行政機関に限ら
れることをお断りしておきたい。
２．日本の原子力行政・食品安全行政の概要
本節では、事故発生前の平常時の原子力行政と食品安全行政の概要について
説明する。特に各々の行政分野に多くの府省が関わっていることを確認し、縦
割り行政の弊害に陥りやすいことを示す。
（１） 原子力行政
原子力行政は、原子力基本法（昭和３０年制定）に基づく原子力の研究・開
発・利用の推進と、核原料物質、核燃料物質および原子炉の規制に関する法律
（原子炉等規制法）（昭和３２年制定）に基づく安全規制とに大別される。
原子力の研究・開発・利用が平和目的に限り、安全を確保しながら民主的に
推進されることを担保するために、内閣府には原子力委員会と原子力安全委員
会が置かれている。両者は共に原子力基本法、原子力委員会及び原子力安全委
員会設置法に基づいて設置されている行政委員会（いわゆる８条機関）であ
り、委員の任命については国会の同意を有する。
原子力委員会は、委員長および４名の委員（常勤２名、非常勤２名）から構
成されており、原子力の研究、開発及び利用の推進に関する基本方針（原子力
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政策大綱等）や長期計画、関係行政機関の事務の調整等に関して企画、審議、
決定を行う。
原子力安全委員会は、昭和５３年１０月の原子力基本法等の改正を受けて、原子
力委員会に置かれていた安全の確保に関する機能を担当する機関として分離・
独立して設置された。規制行政庁が行う活動の監視・監査（原子力施設の設置
許可等の安全審査の二次審査、施設の建設・運転段階等における後続規制活動
の監視・監査）、原子力施設の安全に係る各種指針類の整備等を行うほか、必
要があると認める時には、内閣総理大臣を通じた関係行政機関の長への勧告権
を有する。委員長および４名の委員（常勤）から構成される。
これら二つの委員会の決定等を踏まえて、各省がそれぞれ所管する原子力行
政を実施している。
経済産業省は、その外局である資源エネルギー庁において、プルサーマルの
実施や高レベル放射性廃棄物の処分等を含む、原子力発電や核燃料サイクル産
業に関する政策を担当している。また、安全規制に関しては、２００１年の中央省
庁再編を機に資源エネルギー庁の特別の機関として、原子力安全・保安院が新
設され、発電用原子炉、核燃料サイクル施設、放射性廃棄物の処分事業等に関
する安全規制等を担当している。また、２００３年１０月には、独立行政法人として
原子力安全基盤機構が設立され、原子力安全行政の基盤的業務を実施する専門
機関として、それまで原子力安全・保安院や保安院からの委託により関連の財
団法人
（１）
が行ってきた定期事業者審査体制に関わる審査や定期検査の一部、施設
の設計に関する安全性の解析及び評価等の業務を行っている。
文部科学省は、科学技術・学術政策局原子力安全課において、試験研究用の
原子炉の規制、放射性同位元素の規制、環境放射線モニタリング、保障措置や
放射性物質の防護などに関する規制等を行っている。また、研究振興局基礎基
盤研究課、研究開発局開発企画課・原子力計画課・原子力研究開発課等におい
て、基礎・基盤的な研究開発から高速増殖炉サイクル技術等の大規模な研究開
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発まで所管している。また、諮問機関として、放射線障害防止の技術的基準に
関する法律に基づいて放射線審議会が設置されている。さらに、独立行政法人
の放射線医学総合研究所と、経済産業省と共管で日本原子力研究開発機構など
を監督している。
その他、外務省は核不拡散及び原子力の平和的利用に関する外交政策を、国
土交通省は原子力船や核燃料物質等の輸送の規制等を、環境省が環境の保全の
観点からの放射性物質の監視及び測定等を担当している。
以上のように、日本の原子力行政の所管は細かく分かれて複数の省庁にまた
がる、いわゆる縦割り行政が特徴である（図１）。
図１：日本の原子力行政体制 出典：原子力委員会（２０１０）１８９頁
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（２） 食品安全行政
国の食品安全行政については、食品安全基本法に基づき、「規制や指導等の
リスク管理を行う関係行政機関から独立して、科学的知見に基づき客観的かつ
中立公正にリスク評価を行う機関」として、内閣府に食品安全委員会が置かれ
ている。食品安全委員会もいわゆる８条機関であり、委員長を含めた７名の委
員（常勤４名、非常勤３名）から構成される。主な業務は、第１に、食品のリ
スク評価の実施であり、リスク評価の結果に基づく勧告と施策の実施状況の監
視も含まれる。第２は、リスクコミュニケーションの実施、第３は、緊急の事
態（食品事故等）への危機管理対応である。同委員会が行ったリスク評価の結
果を踏まえて、リスク管理機関に当たる厚生労働省や農林水産省などが政策・
措置を決定し、実施している。リスク管理の大半は厚労省と農水省によって行
図２：日本の食品安全行政体制
出典：食品安全委員会パンフレット2010年版 http : //www.fsc.go.jp/sonota/pamphlet/2010/pamphlet
2010_jap_3.pdf
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われるが、両省の他に、環境省が農畜産物と関連が深い土壌等の規制など、環
境汚染に関するリスク管理を担当している。また、２００９年９月に消費者庁が発
足し、それまで厚労省と農水省がそれぞれ所管していた食品表示制度を一元的
に所管するとともに、リスクコミュニケーションの実施の全体調整を行うなど
している。
以上のように食品安全行政の分野も所管ごとに多くの府省庁が関わってお
り、縦割り行政に陥りやすい構造であることがわかる（図２）。
３．福島第１原子力発電所事故の発生と非常事態体制の構築
２０１１年３月１１日に東日本を襲った大地震・大津波により、福島第一原子力発
電所では６基の原子炉の冷却が困難となり、直後に３基で炉心溶融が起こり、
３月１２日から１５日にかけて４基で爆発が起こるなどし、多量の放射性物質が排
出された。結果的にチェルノブイリ原子力発電所事故と並ぶ国際評価尺度
INESレベル７の深刻な原子力災害となった。
（１） 原子力災害対策本部の設置
福島第１原発の１・２・３号基が電源喪失（全交流電源喪失状態）に陥り、
原子炉内の燃料棒に対する継続的な注水冷却機能を喪失する恐れが生じたた
め、３月１１日１５時４１分には東京電力は第１次緊急時態勢を発令し、原子力災害
対策特別措置法第１０条に基づく特定事象発生の通報を経済産業大臣（海江田万
里）、福島県知事（佐藤雄平）、大熊町長（渡辺利綱）、双葉町長（井戸川克隆）
と関係各機関に対して行った。その後も、１号機と２号機は非常用炉心冷却装
置による注水が不能と判断され、東京電力から同法第１５条に基づく通報がなさ
れた。これを受けて、政府は「原子力緊急事態宣言」を発令（１９時０３分に枝野
幸男官房長官が記者会見にて発表）するとともに、同法第１６条に基づき、原子
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力災害対策本部が設置された
（２）
。
原子力災害対策本部は、本部長を菅直人内閣総理大臣、副本部長を経済産業
大臣とする閣僚メンバーで構成され、原子力安全委員会委員長が陪席する。原
子力災害対策特別措置法では内閣府に設置されることになっているが、事務局
長に原子力安全・保安院の寺坂信昭院長が就き、実質的な事務局は原子力安
全・保安院によって担われた。
今回の特徴は、地震・津波による被害に対応するための緊急災害対策本部と
原子力災害対策本部とが並置されたことであり、両者を繋ぐために、内閣官房
安全保障危機管理室を拠点として首相官邸に緊急時参集チームが置かれた。ま
た、現地災害対策本部（本部長は経済産業大臣政務官）も、通常は、原子力発
電所のオフサイトセンターに置かれ、ここに権限が委譲されるのであるが、今
回はオフサイトセンターが被災により使用できなかったため、代わりに福島県
庁に置かれ、自治体対応が中心となった。
（２） 原子力安全委員会緊急技術助言組織の設置
一方、原子力安全委員会は、原子力災害対策特別措置法に規定する原子力災
害が発生した際には、予め任命している緊急事態応急対策調査委員を適宜招集
し、緊急技術助言組織を立ち上げるとともに、事故に関する情報の収集や分析
を行い、国や地方自治体等が行う応急対策に関し、原子力災害対策本部長であ
る首相に、技術的助言を行うこととされている。同委員会では、同日午後４時
に、第１６回原子力安全委員会臨時会が開催され、緊急技術助言組織の立ち上げ
が決定された。
（３） 原子力災害対策本部食品チームの形成
放射性物質による食品汚染の問題に関しては、３月１６日に原子力災害対策本
部内に食品チームが形成された。このチームは、内閣官房長官補を長とし、関
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係する行政部局（原子力安全委員会事務局、食品安全委員会事務局、消費者
庁、財務省主計局（文科係・農水係）、内閣官房内閣参事官、外務省経済局、
厚生労働省食品安全部、農林水産省消費・安全政策課、文部科学省研究開発局
原子力課、非常災害対策センター等）の課長級を中心とした職員で構成され、
原子力安全委員会からの助言や、厚労省によって集約・一元化される関係機関
からの情報の報告を受けて、それらの評価や対応策の決定、その決定の公表と
都道府県知事への指示等を行うこととされた。
（４） その他の組織
この他に文部科学省の放射線審議会においては、事故発生以降、対応にあた
る作業員等の被曝限度基準の変更等に関する諮問に対する答申が行われた
（３）
。ま
た、文部科学省の原子力安全課防災環境対策室では「緊急時迅速放射能影響予
測ネットワークシステム（SPEEDI）」を所管していたが、その予測結果が住民
の避難に役立たなかったことは、第５節で詳述したい。
さらに、原子力行政に直接関わる組織として、原子力委員会がある。しかし
ながら、同委員会の設置法には、原発事故等の緊急時に対応する事項がなく、
実際、今回の事故後、毎週火曜日に開かれる定例会は３月１１日以降は休会とさ
れ、４月５日まで開かれなかった。再開された４月５日の会議で決定された
「東北地方太平洋沖地震に伴う東京電力（株）福島第一、第二原子力発電所事
故と当面の対応について（見解）」の中で、原子力委員会としての事故に伴う
諸問題への対応については「関係者に協力」という消極的な表現に留まってお
り、原子力委員会が事故対応への主体とされていないことは明らかである。
ところで、科学技術に関する国の諮問機関で最上位に位置づけられるのは、
総合科学技術会議である。平成１３年１月に内閣府に新設された同会議は、内閣
総理大臣を議長とし１４名の関係閣僚及び有識者委員で構成され、国全体の科学
技術を俯瞰し、「各省より一段高い立場から」総合的かつ基本的な科学技術政
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策の企画立案及び総合調整を行うことが目的とされている。しかしながら、東
日本大震災の発生に際しては、平成２３年３月３１日付で科学技術政策担当大臣及
び総合科学技術会議有識者議員の連名で、「『東北地方太平洋沖地震』を踏まえ
た当面の対応について」という短い文書が出され、「今回の災害の経済社会へ
の多大な影響を踏まえ、科学技術政策においては、策定途上にあった第４期科
学技術基本計画の再検討を行い、これまで培ってきた知識と成果を活用するな
ど、科学技術が果たすべき役割を明確化し、この難局の克服に貢献していきま
す」と述べられたに過ぎない。内閣府設置法第２６条に規定される同会議の主な
所掌事務は、科学技術に関する総合的かつ基本的な政策についての調査審議、
科学技術予算・人材の資源配分等についての調査審議、国家的に重要な研究開
発を評価し意見を述べること等であり、より具体的には、科学技術基本法に基
づく科学技術基本計画の策定、科学技術関係予算策定に関する「アクションプ
ラン」や「資源配分の方針」等のとりまとめ、国の研究開発評価のガイドライ
ンとしての「国の研究開発評価に関する大綱的指針（内閣総理大臣決定）」の
とりまとめ等になる。すなわち「各省より一段高い立場」に位置づけられてい
る総合科学技術会議は、あくまでも、「科学技術推進のための司令塔」として
基本計画や予算策定に関わるに過ぎず、緊急時の政策決定に関して科学技術に
関する側面から助言を行う等の権限は与えられていないのである。
つまり、科学技術の専門家を擁する諮問機関もまた縦割り構造を基本として
おり、原発事故などのような緊急時に、情報を共有し、その英知を結集させて
政府に助言するような制度設計にはなっていないのである。
４．問題の顕在化
（１） 事故の進行と食品の放射性物質による汚染の広がり
福島第１原子力発電所では、３月１２日午後に１号基で、１４日午前に３号基で
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それぞれ水素爆発が起き、１５日、１６日にも２号基、３号基、４号基で爆発によ
ると見られる異音、白煙、火災が確認され、大量の放射性物質が外部に放出さ
れた。こうした状況に伴い、３月１１日に福島第１原発より半径３km圏内、３
月１２日に半径２０km圏内の住民に避難指示が出された。また、半径２０km～３０
km圏内の住民に対しては、３月１５日に屋内退避指示が出され、その後３月２５
日には自主避難が要請された。
このような中で食品の放射能物質による汚染の広がりも懸念されるように
なった。原子力災害対策本部に設置された食品チームでは、既存の法律に放射
性物質に汚染された食品の流通規制に関する規定がないことを受けて、３月１７
日、原子力安全委員会が原子力災害時の対応のガイドラインとして策定してい
た「原子力施設等の防災対策について（以下、「防災指針」）」の中の「飲食物
摂取制限に関する指標」を「暫定規制値」とすることを決め
（４）
、官房長官へ報告
した。各都道府県知事等には、同日、この暫定規制値を上回る食品は食品衛生
法第６条第２号に当たるものとすることなどが通知された
（５）
。また、検査に関し
ては、既存の「緊急時における食品の放射能測定マニュアル」
（６）
が適用された
が、４日４日には改めて、マニュアルの追加や検査対象や頻度などの方針が示
された
（７）
。
農水産物から暫定規制値を超える放射性物質が見つかると、都道府県が生産
者に「出荷自粛」を要請する一方、生産地域の広がりがあると考えられる場合
には、原子力災害特別措置法第２０条第３項の規定に基づき、首相が地域・品目
を対象とする「出荷制限」を都道府県知事に指示する。さらに、規制値の１０倍
を超えるような高い放射線量が検出されると、首相から知事に「摂取制限」が
指示されるが、摂取制限の要請については法律による規定がないため、住民へ
の要請は知事に委ねられることになった。
検査の重点品目は、ほうれん草、春菊、かき菜、水菜、小松菜の葉物野菜と
原乳、原木シイタケとされたが、３月２１日に福島、茨城、栃木、群馬各県のほ
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うれん草、かき菜、福島県の原乳の出荷が制限されたのを始め、その後、様々
な食品の汚染が明らかになった
（８）
。
なお、暫定規制値は緊急時のために、食品安全基本法第２４条第３号に基づく
食品健康影響評価を受けずに定めたものであるため、改めて３月２０日に厚生労
働大臣より食品安全委員会に対し、放射性物質について指標値を定めることを
内容とする食品健康影響評価が要請された。
食品安全委員会は、防災指針の指標値の策定根拠となった国際放射線防護委
員会（International Commision on Radiological Protection : ICRP）の１９８４年、
１９９２年、２００７年勧告や、世界保健機関（World Health Organization : WHO）の
１９８８年勧告等を参照しながら、放射性ヨウ素と放射性セシウムに関する暫定規
制値の妥当性を検討し、その結果を３月２９日に「放射性物質に関する緊急とり
まとめ」として公表した
（９）
。その内容は、暫定規制値の妥当性を追認しながら
も、「緊急とりまとめ」自体が、「現時点で収集できた情報等に基づき、極めて
短期間のうちに緊急時の対応として検討結果をとりまとめた」ものであり、「通
常の状況におけるリスク管理措置の根拠として、この緊急とりまとめを用いる
ことは適当ではない」ことが明記された。そのため、放射性物質に関する評価
を継続して行う「放射性物質の食品健康影響評価に関するワーキンググルー
プ」が設置され、これに取り組んだ。
（２） 政府内アクター間での信頼構築の失敗
事故への対応の過程において、首相官邸、東京電力、原子力安全・保安院、
原子力安全委員会などのアクター間の意思疎通の欠如および相互不信は様々な
形で報じられた。
まず、東京電力から官邸への事故の状況報告が上手く行われなかった。東電
を監督する原子力安全・保安院が必要な情報を求めても東電からはなかなかそ
れが得られなかった
（１０）
。特に３月１４日深夜、東電が福島第１原発から撤退する動
原子力と食品の安全
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きを見せたことにより、首相の東電への不信感は頂点に達し、東電本店に政
府・東京電力統合対策室が置かれることとなった
（１１）
。
首相は東電への監督が行き届かない保安院に対しても不信を抱いていた。保
安院長の寺坂は経済産業省の文系事務官であり、事故直後、官邸において適切
な説明ができず、菅直人首相は「技術を知っている奴を呼べ」と指示を出した
といわれる
（１２）
。
その一方で、原子力安全委員会に対して信頼を置いていたわけでもなかっ
た
（１３）
。そのために首相は、事故への対応に際して、政府内の専門家を活用せず、
外部の人材を求めるようになった。３月１６日から２９日にかけて、原発事故への
対応に関して４名の、被災地支援に関して２名の外部研究者を内閣官房参与と
して起用したが
（１４）
、既存の組織や人材を活用せず、新規組織を設置したり、外部
人材を登用したことにより、指揮命令系統の混乱をもたらすことになった。
一方、東電および原子力安全・保安院と原子力安全委員会との間の連携もう
まく行われていなかった。緊急時に技術的な助言を行う組織である安全委員会
が保安院から事故の正式な報告があったのは４月４日であり、それまでの間、
安全委員会では保安院から必要な情報が報告されないという不満が大きく、班
目春樹委員長の「保安院が情報を出さない。規制官庁としての見解がない」と
いう発言も報じられた
（１５）
。しかしながら、安全委員会から東電に直接説明を求め
ることができないのかという記者の質問に対して班目委員長は「できますよ。
でもあんまりしてない。それは保安院の仕事と思ってますから。だいたいス
タッフの数から何から保安院とは規模が違う。うちはスタッフ１００人といっ
たって常勤は７０人、３０人はリタイアした人を非常勤で雇っているだけ。勧告権
はあっても我々は所詮審議会なんですよ。そこが東電にああせいこうせいと
いったら世の中めちゃくちゃですよ」「原発の非常電源の位置だって監督する
のは保安院。それに対する調査権みたいなのは安全委にありますが、そんなに
スタッフがいないし、できませんよ。安全委は原発建設の設置許可申請書の審
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査しかやらない。基本方針を示しているだけなんです」
（１６）
と答えている。こうし
た委員長の発言は、安全委員会の資源不足という状況を示すと同時に、諮問機
関においてもセクショナリズムの弊害としての所管事務の縮小解釈と責任の所
在の曖昧化が確認できることを示している。
（３） 政府及びその専門性に対する国民からの信頼獲得の失敗
政府の中におけるアクター間の信頼構築が失敗した一方で、政府の科学的専
門性に対する国民の信頼を得ることにも成功しなかったと言える。
①原子力安全委員会の情報発信
文部科学省が所管する SPEEDIの予測結果が原子力安全委員会から公表され
たのは３月２３日であったが、それが福島第１原発事故後に原子力安全委員会と
して初めて行った会見であった。班目委員長は、それまで会見を行わなかった
理由を「総理および官邸に助言するのが第一」であり、「助言機関として黒子
に徹してきた」と説明した。また、避難区域外の一部において１００ミリシーベ
ルトを超える被曝の可能性を指摘しながらも「非常に厳しい条件を想定した。
ただちに対策をとる必要はない」という見解を示したが、そうした安全委員会
の会見は、目に見えない放射能に不安を抱き、専門家の判断や助言を求めてい
た国民のニーズに応えるものではなかった
（１７）
。
さらに、３月２８日に東京電力が２号機のタービン建屋から外へつながる坑道
とたて坑にたまった水から毎時１千ミリシーベルト以上の放射線が測定された
と発表したことを受けて、班目委員長は同日の記者会見で、「正直、大変な驚
き。憂慮している」「どんな形で処理できるか知識を持ち合わせていない」「東
電と原子力安全・保安院でしっかりと指導をしていただきたい」と発言した
が
（１８）
、一連の発言は、原子力安全委員会が有する専門性そのものに対して疑問を
抱かせるものであった
（１９）
。
原子力と食品の安全
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②食品安全委員会の答申に関する説明の変更
食品安全委員会では、ワーキンググループによる９回の会合で、食品による
被曝限度量の基準値を定める作業が行われた。その評価書案は７月２６日にまと
められ、同日の食品安全委員会へ報告された。その後、７月２９日から８月２７日
までのパブリックコメントを経て、１０月２７日の食品安全委員会において評価書
が確定し、「食品中に含まれる放射性物質の食品健康影響評価」として厚生労
働省へ答申された。
食品安全委員会が７月に評価書案を示した際には、「健康影響が見出される
のは、外部被曝も含めて生涯にわたる追加の累積線量として１００mSv以上」と
説明された。つまり、内部被曝と外部被曝との区別はできないという判断であ
り、１００mSvは、外部被曝の量をも含めた数値であるとの趣旨であった。しか
し、外部被曝は文科省や環境省、食品の内部被曝は厚労省の所管であるなどの
縦割り行政を背景に、リスク管理機関の厚生省などから、食品のみの基準が示
されていないことへの不満や当惑
（２０）
、或いは、「食品のリスク評価機関が外部被
曝を含めて評価するのは本来の役割ではない」などの批判を受けた。そのた
め、１０月の最終答申の際には、外部被曝は同委員会の所管外であることが強調
され、「外部被曝がほとんどなく、汚染された食品からだけ被曝する状態」を
前提として、１００ミリシーベルトは食品による内部被曝のみの基準値であると
説明が変更された
（２１）
。しかしながら、「外部被曝がほとんどない」状況が想定し
にくい中で、１００mSvが内部被曝のみの基準値とすることは、基準の実質的な
引き上げに他ならない。安全を求める国民から見れば、こうした説明の変更
は、食品安全委員会の科学的専門性への信頼を損ねるものであったといえる。
５．問題の背景―組織の独立性と専門性・セクショナリズム
前節で示されたような顕在化された問題は、科学的専門性を担う個々の組織
18
の独立性と専門性の問題と、縦割り構造（セクショナリズム）の問題として説
明することができる。ここではまず前者の観点から、原子力安全・保安院、原
子力安全委員会、食品安全委員会のそれぞれについて、問題を生じさせた背景
となる組織の状況を、独立性と専門性の両面から説明する。その後、セクショ
ナリズムの問題についても説明する。
（１） 原子力安全・保安院
①組織構成
既述の通り、原子力安全・保安院は、経済産業省の外局である資源エネル
ギー庁の特別の機関として、２００１年の中央省庁再編の際に新設された。職員数
は約８００名（本院約４４０名、地方約３６０名）おり、その組織は、院長、次長、４
名の審議官（核燃料サイクル担当、実用炉担当、原子力安全基盤担当、産業保
安担当）および首席統括安全審査官が置かれ、その下に企画調整課および原子
力関係９課（原子力安全広報課、原子力安全技術基盤課、原子力安全特別調査
課、原子力発電安全審査課、原子力発電検査課、核燃料サイクル規制課、核燃
料管理規制課、放射性廃棄物規制課、原子力防災課）と産業保安関係５課（保
安課、電力安全課、ガス安全課、液化石油ガス保安課、鉱山保安課）が置かれ
ている。地方部局として、原子力保安検査官事務所（２１ヶ所）に１００名以上の
原子力保安検査官、原子力防災専門官が常駐しているほか、産業保安監督部
（９ヶ所）、産業保安監督署（事務所）等を有している（図３）。
②独立性の問題
２００１年の保安院の設置以前は、原子力安全規制に関する事務は資源エネル
ギー庁内の電力・ガス事業部原子力政策課等によって担当されていた。そのた
め、保安院の設置自体が資源エネルギー庁からの独立性の強化として説明され
たが、それでもなお、経済産業省の組織の中に、原発を推進する立場の資源エ
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院長
次長
審議官（統括・核燃料サイクル担当）
審議官（実用発電用原子炉担当）
審議官（原子力安全基盤担当）
審議官（産業保安担当）
主席統括安全審査官
企画調整課（院の事務の統括、職員人事、予算、国際協力の事務等）
原子力安全広報課（原子力安全に係る広報・広聴・原子力保安検査及び原子力防災専門官の業務管理）
原子力安全技術基盤課（技術に関する基本制度の企画・立案）
原子力安全特別調査課（安全情報申告、原子力訴訟の事務等）
原子力安全審査課（実用発電用原子炉の設備許可、工事計画の許可等）
原子力発電検査課（実用発電用原子炉の検査、保安規定の認可等、新型炉施設に関する安全規制）
核燃料サイクル規制課（精錬、加工、再処理施設の安全規制）
核燃料管理規制課（中間貯蔵、核燃料物質等の輸送等の安全規制）
放射性廃棄物規制課（廃棄物埋設、管理施設、原子力施設廃止処理の安全規制）
原子力防災課（原子力防災対策、原子力施設の事故・故障対応、核物質防護対策）
保安課（高圧ガス、石油コンビナート、火薬類の保安）
電力安全課（電力の保安）
ガス安全課（都市ガス、熱供給の保安）
液化石油ガス保安課（液化石油ガスの保安）
鉱山保安課（鉱山の保安）
図３：原子力安全・保安院組織図
出典：http : //www.nisa.meti.go.jp/nisa/honbu/index.html
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ネルギー庁と、その下部機関として原発の安全性を監督する原子力安全・保安
院が置かれている構造は、保安院の独立性を損ねているとしばしば指摘されて
きた。福島第１原発の事故後には、２００６年６月の四国電力伊方原子力発電所、
及び２００７年８月の中部電力浜岡原子力発電所で行われたシンポジウムの際に、
保安院が電力会社に参加者の動員と会場でのプルサーマルに肯定的な発言を依
頼していたことが発覚し
（２２）
、経済産業省および資源エネルギー庁と共に保安院自
体も原発の推進に関わっていたことが明らかになり、その独立性・中立性への
疑問は現実のものとなった。
実際に職員の人事管理も経済産業省の人事の一貫として行われており、歴代
６名の院長のうちの５名が資源エネルギー庁の在籍経験があるなど、経産省・
資源エネルギー庁・保安院の組織の融合性は高く、その面での独立性は弱い。
なお、本稿では詳しく扱わないが、民間企業からの独立性・中立性という側
面から、経済産業省から電力会社等の関連企業へ天下りなども、原子力安全の
規制行政に大きな影響を与えているとの指摘も多い
（２３）
。
③専門性の問題
原子力安全・保安院の専門性が注目されてきたことは少ないが
（２４）
、事故を契機
にその専門性の低さが顕在化したと言えよう。
規制官庁として高度な専門知識が必要とされる保安院であるが、記述の通
り、文系事務官である寺坂院長は、官邸において専門的な説明ができず、代
わって対応した平岡英治次長も電気工学科の出身であった。そのために３月１２
日には、大学で原子核工学の専攻であった資源エネルギー庁の安井正也に保安
院付の併任人事を発令して、１３日から官邸での対応にあたらせたという
（２５）
。これ
は保安院の上層部に専門性を持つ職員がいなかったことを示すものであるが、
同時に前項で述べた独立性の問題とも大いに関わるものであり、原子力利用の
推進側と安全規制側の組織の融合性の高さを明確に示すものであった。さら
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に、技術系職員の専門性も近年はその低下が懸念されている。その要因の一つ
として、経済産業省の人事制度の変化も影響していると考えられる。前身の通
商産業省では、１９８７年度まで、技官の人事は、情報、機械、化学、公益、資源
という５つの専門分野ごとに行われていた。しかし、１９８８年度より、課長補佐
以下については専門分野ごとのポストの棲み分けは廃止され、技官の人事権は
秘書課に一本化されるようになった。さらに１９８９年の技術総括審議官設置を機
に、技官の管理職人事も官房一本化が推進された。このような技官人事の一括
化に加え、１９９２年度頃より、従来固定的であった事務官と技官のポストの流動
化が進められており、１９９８年度入省者の採用からは、事務官・技官の一元的選
考も実施されるようになった。このような人事システムの変容は、同省がその
機能の重点を、業界の指導・監督から、より抽象度の高い政策立案へと推移さ
せてきたことと符合している。職員の政策立案や行政管理能力が重視される一
方で、特定分野の専門性は軽視される傾向にあった（藤田、２００８、３８頁）。そ
れは原子力の分野でも当てはまる。保安院の場合、専門性の補完は、一つに
は、２００３年１０月に独立行政法人として設立され、約４００名の職員を擁する原子
力安全基盤機構への業務委託により行われている。また、もう一つの方法とし
て、民間企業から保安院への出向者の受入によっても行われている。２００１年１
月１５日から２０１１年４月１日までに保安院では東芝（２２名）、IHI（６名）、関西
電力（６名）、三菱電機（４名）など、民間企業等３７社より８３名の出向者を受
け入れている。配属先は、原子力発電安全審査課（９名）、原子力発電検査課
（１８名）、原子力防災課（５名）、新型炉規制課（１名）、核燃料サイクル規制
課（６名）、放射性廃棄物規制課（１名）、電力安全課（４名）、その他は各事
務所である
（２６）
。このように、保安院では、専門性をもつ職員の不足、専門性の低
下と外部依存が強まっていたのである。
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（２） 原子力安全委員会
①組織構成
原子力安全委員会は、５名の委員から構成される本委員会の下に、原子炉安
全専門審査会（非常勤６０名）と核燃料安全専門審査会（同４０名）の二つの専門
審査会が置かれ、それぞれ原子炉及び核燃料物質に係る安全性に関する事項を
調査・審議している。更に、原子力災害対策特別措置法に基づき、緊急事態応
急対策調査委員（非常勤４０名）が置かれているほか、専門部会等（非常勤約２００
名）が設置されている。
事務局は事務局長の下に、総務課、審査指針課、管理環境課、規制調査課の
４課が置かれている。平成２３年度の定員７１名の常勤職員は他省庁からの出向者
と民間企業等からの任期付職員によって構成されている。平成２３年８月１日現
在の実員６５名の出身府省は、内閣府３名、文科省３７名、経産省９名、厚労省１
名、国交省２名、民間等１３名であり、４５名が技術系、２０名が事務系の職員であっ
た。また、この他に、内閣府の９名、文科省の１名が併任職員となっている
（２７）
。
さらに事務局には、技術参与と呼ばれる非常勤の職員が２８名いる（図４）。
②独立性の問題
原子力安全委員会の歴史を振り返ると、１９７８年にそれまでの原子力委員会か
ら分離し、原子力の安全確保に関する機能を所掌する機関として設立された。
その後、１９９９年９月に起こった（株）JCOのウラン加工工場臨界事故を受け
て、それまで科学技術庁原子力安全調査室に置かれていた事務局が、２０００年４
月に総理府の原子力安全調査室に移され、専任の事務局が置かれ人員も増員さ
れた。更に２００１年１月に各省よりも一段高い位置づけとされている内閣府へ移
管されるなど、原子力推進に関わる行政組織からの、少なくとも形式的な独立
性は強められてきている
（２８）
。しかしながら、民間の企業利益からの中立性・独立
性という側面については課題も少なくない。今回の原発事故当時、安全委員と
原子力と食品の安全
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《６０名》
原子炉安全専門審査会 （Ｓ５３．１０．４）
《４０名》
核燃料安全専門審査会 （Ｓ５３．１０．４）
《４００名》
緊急事態応急対策調査委員 （Ｓ５４．６．１６）
約２５０名
専門部会等（必要に応じ、委員会決定により設置）
原子力安全基準・指針専門部会 （Ｈ１６．４．１）
原子力事故・故障分析評価専門部会 （Ｈ１６．４．１）
放射性廃棄物・廃止措置専門部会 （Ｈ１６．４．１）
放射線防護専門部会 （Ｈ１６．４．１）
放射性物質安全輸送専門部会 （Ｈ１６．４．１）
原子力施設等防災専門部会 （Ｈ１３．６．７）
原子力安全研究専門部会 （Ｈ１２．９．２８）
耐震安全性評価特別専門部会 （Ｈ１９．１２．２０）
試験研究炉耐震安全性検討委員会 （Ｈ２２．１０．１４）
再処理施設安全調査プロジェクトチーム （Ｈ１５．４．２４）
特定放射性廃棄物処分安全調査会 （Ｈ１３．９．１７）
武力政撃原子力災害等対策緊急技術助言組織 （Ｈ１７．１０．３１）
原子力艦災害対策緊急技術助言組織 （Ｈ１４．６．２４）
緊急技術助言組織 （Ｓ５４．６．２８）
事 務 局
事務局長
総 務 課 ：局の総合調整、広報、国際関係、安全研究等
審査指針課 ：審査指針・基準の策定、原子力施設の安全審査等
約１００名
管理環境課 ：事故故障、防災、緊急時対応、環境モニタリング等
規制調査課 ：規制行政庁が行う後続規制の監視・監査（規制調査）
企 画 官
安全調査管理官 ２名 《 》は、政令による定数
規制調査対策官 （ ）は、設置年月日
原子力安全委員会
班目 春樹 委員長 久木田 豊 委員長代理
久住 静代 委員 小山田 修 委員
代谷 誠治 委員
原子力安全委員会の組織
（平成２３年２月現在）
（Ｓ５３．１０．４）
図４：原子力安全委員会組織図 出典：http : //www.nsc.go.jp/annai/soshiki.htm
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専門審査会の委員であった８９名のうち、班目委員長を含む２４名が２０１０年度まで
の５年間に、原子力関連の企業や業界団体から計８，５００万円の寄付を受けてい
たことが報じられている
（２９）
。また後述するように、事務局の人材も民間企業の出
身者に支えられている部分が大きい。
③専門性の問題
既述の班目委員長の発言に見られるように、安全委員会の専門性は監督対象
の保安院に依存している状態であることが今回の事故で顕在化されることに
なった。
委員長発言に見られるスタッフの不足については、技術参与への役割付与の
問題も関わってくる。技術参与は、２０００年４月に総理府の原子力安全調査室に
事務局が移された際に４１名の定員（当時）で設置されたが、原子力関係の専門
家は限られているため、設置当初から現在に至るまで人材の確保は大きな課題
となっている。設置当初は電力会社、プラントメーカーなどの民間企業、関連
する団体や研究機関からの中途採用を中心としたが、人材の不足のため、専門
部会委員と兼ねるケースや、関連企業からの実質的な出向などもみられた。今
日では、民間のメーカーの他、独立行政法人日本原子力研究開発機構（JAEA）
や独立行政法人放射線医学総合研究所（放医研）などの退職者の再雇用が中心
となっている。技術参与の事務局内での役割については、主に、技術的・専門
的な見地からの行政官への助言、専門委員会などの内容的な運営支援、規制調
査支援などである
（３０）
。週５日勤務と週３日勤務の者がいるが、特に後者について
はラインの仕事を任せるのは困難であり、結果的に常勤職員が担わざるを得
ず、常にスタッフは不足している状態であるという。
また、常勤職員についても、出身府省で最も多いのは文科省からの職員であ
るが、省庁再編後には省内での原子力行政の役割が相対的に縮小しているため
に、継続的な人材育成がより困難になっているとの指摘もある（城山、２００９、
原子力と食品の安全
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１２６頁）。経産省からの職員の専門性についても、本省、資源エネルギー庁、保
安院、原子力安全委員会事務局の間の人事異動の連続性から、前節の保安院の
項で述べたのと同様の課題がある。さらに民間企業からの任期付き任用職員に
ついては、民間の企業利益からの中立性・独立性といった課題もある。
いずれにせよ、１９９９年の JCO臨界事故を契機とした事務局機能の強化、特
に技術参与の設置という方法での「事務局１００名体制」の実現により、果たし
てどれだけ事務局の機能が強化され、専門性が高まったかは、検証されるべき
点であろう。職員の増員が直接的に専門性の向上に結びつくわけではないこと
は、他の科学的専門性の高い領域でも見られることである（藤田、２０１２）。ま
た、仮に事務局の専門性の向上がみられたとしても、それが原子力発電所の安
全性の向上に寄与してきたのかどうかも検証されるべきであろう。
（３） 食品安全委員会
①組織構成
食品安全委員会は７名の委員から構成される委員会本体の下に１２の専門調査
会が設置されている。委員会全体の運営に関わるのが企画等専門調査会であ
り、残りの１１の専門調査会ではリスク評価が行われる。化学物質系評価グルー
プとして、①添加物、②農薬、③動物用医薬品、④器具・容器包装、⑤化学物
質・汚染物質、生物系評価グループとして、⑥微生物・ウイルス、⑦プリオ
ン、⑧かび毒・自然毒等、そして、新食品等評価グループとして、⑨遺伝子組
み換え食品等、⑩新開発食品、⑪肥料・飼料等の各専門委員会が置かれてお
り、のべ２００名程度の非常勤の委員が任命されている。また、事務局は、事務
局長、次長、総務課、評価課、勧告広報課、情報・緊急時対応課、リスクコミュ
ニケーション官から構成されており、約５０名の常勤職員と定員３０名の技術参与
で構成されている（図５）。
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②独立性の問題
食品安全委員会のリスク評価は、厚生労働省、農林水産省、消費者庁など、
規制や指導等を行うリスク管理機関から独立して、「科学的知見に基づき客観
的かつ中立公正に」行われることになっている。しかしながら、日本では食品
図５：食品安全委員会組織図
出典：食品安全委員会パンフレット２０１０年版 http://www.fsc.go.jp/sonota/pamphlet/2010/pamphlet
2010_jap_4.pdf
原子力と食品の安全
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安全のリスク評価に関わる専門家が圧倒的に不足しており、複数の専門調査会
を兼ねたり、厚労省や農水省の審議会委員を兼ねている委員も多い。事務局職
員も両省からの出向者が多いなど、リスク管理機関との人的な繋がりは強い。
そして、今回の評価書に関して、７月の試案と１１月の答申の際の説明が変更さ
れた背景に、リスク管理機関を含む複数省庁からの圧力が指摘されるように、
これまでにも食品安全委員会の独立性に疑問が持たれる審議経過はしばしば見
られ
（３１）
、リスク管理機関からの完全な独立が困難であることが示唆されてきた。
③専門性の問題
食品安全に関わる分野の人材が少ないということは、専門性の問題にも深刻
な影響を与えている。実質的なリスク評価を担う専門調査会委員は全員が非常
勤であるし、委員会自前の検査機関もない。リスク評価はその時点の知見では
解明されていないリスクに関する評価を行うものであるため、専門的研究者で
あっても困難な作業である。また、そうした作業を支える事務局の職員の能力
も問われることになるが、評価課の職員数は非常勤職員である技術参与を含め
ても３０名程度であり、かつ食品安全委員会においても技術参与への役割付与に
関して、原子力安全委員会と同様の課題がある。各国の食品のリスク評価に関
わる行政機関と比較しても日本の食品安全委員会の規模は小さいため
（３２）
、事務局
職員の増員は必要であろうが、前節で述べた通り、事務局職員の増員とそれに
よる専門性の向上との間の相関関係、また専門性の向上と食品の安全性の向上
との間の相関関係は検討されるべき課題となる。
（４） 縦割り行政・セクショナリズムの問題について
以上で見てきたように、今回の原発とそれによる食品の放射性物質による汚
染の問題への対応に中心的に関わる行政組織のそれぞれが専門性と独立性の問
題を抱えており、それらが緊急時に十分な対応ができなかった原因の一部とし
28
て考えられる。
最後に、縦割り行政によるセクショナリズムの弊害についても付言しておき
たい
（３３）
。
本稿でも既に、原子力行政の所管が複数の府省にまたがっていること、ま
た、科学技術の専門家を擁する諮問機関もそれぞれの所管省庁が異なることか
ら横の情報共有や連携ができなかったことなどを指摘してきた。
この問題を端的に示す事例として、SPEEDIが事故直後から放射性物質の拡
散状況をほぼ正確に予測していたにも関わらず、住民の避難に全く役立たせる
ことができなかったことが指摘できるであろう。SPEEDI情報を官邸に伝える
べき官僚がそれをせず、情報を把握していた原子力安全委員会や原子力安全・
保安院の幹部からも SPEEDIの利用が進言されなかった。班目委員長は「役割
分担として菅首相にアドバイスするのは保安院です」といい、寺坂院長は「保
安院が SPEEDIの話をしちゃあいけないことはないが、SPEEDIは文部科学省
の所管です」と発言している
（３４）
。
また、福島第一原発の事故を受け、６月２０日よりウィーンで国際原子力機関
（IAEA）閣僚級会合が開かれたが、英国のウェートマン原子力規制機関長、
米国のヤツコ原子力規制委員会委員長、フランスのラコスト原子力安全機関総
裁らが参加する一方、IAEA関係者から参加を求められていた班目委員長も寺
坂院長も欠席した。班目委員長は欠席の理由について「日本が IAEAに提出し
た報告書の執筆に安全委は関わっていない」と説明した
（３５）
。これらの事例は、日
本の原子力行政に関する責任の所在が曖昧になっていることを端的に示してい
るといえるであろう。
７．終わりに
本稿では、福島第１原発事故と、それに続く食品の放射性物質による汚染へ
原子力と食品の安全
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の政府の対応において、政府内部のアクター間の信頼構築と政府に対する国民
からの信頼獲得に失敗したことを示し、そうした状況を引き起こした原因の一
部として、関連する行政組織の独立性と専門性、そして縦割り行政によるセク
ショナリズムの問題を説明した。
すなわち、政府の対応の要ともなるべき原子力安全・保安院が、期待された
役割を果たせず、首相の信頼が得られなかった要因としては、保安院の幹部に
専門技術をよく知る職員がいなかったこと、幹部を支える職員についても経済
産業省の２０年ほどの人事運用の変更により、技術系職員の専門性も低下してお
り、それを補完するために民間企業を含む外部人材への依存が強まっていたこ
となど、専門性の問題が指摘できる。また、原子力利用を推進する資源エネル
ギー庁と安全規制を行う保安院とは同じ経済産業省内で融合性が高く、実際に
保安院の原発推進への関わりも明らかになっており、その独立性・中立性に対
する国民の信頼も失う結果となった。
原子力安全委員会も同様に、期待されていた役割を果たせず、その独立性お
よび専門性についての信頼は損なわれたといえる。その背景として、１９７８年の
原子力委員会からの分離以降、原発推進に関わる行政組織からの形式的な独立
性は強化されたものの、原発関連メーカーを含む民間企業からの独立性・中立
性には課題が残ること、また、専門性についても、事務局職員の質的・量的な
不足の状況は保安院への依存の傾向を強め、実際には保安院に対する監督が不
可能であることが指摘できる。専門性が確保されていないが故に、その独立性
も損なわれているといえよう。
一方、食品安全委員会の答申による食品中に含まれる放射性物質の基準に関
して、関係省庁からの批判を受けて、自らの説明を変更した事例に関しても、
その要因として、専門調査会委員や事務局職員のリスク管理機関との繋がりが
強く、その独立性を維持するのが困難であること、また、リスク評価を行う専
門家や事務局職員の不足等が、独立性と専門性のの問題にも及んでいることを
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指摘した。
このように、本稿では、考察の対象とした原発事故とそれによる食品汚染の
問題に深く関わる、高い専門性を要する行政組織の各々が、共通して独立性の
問題と専門性の問題を抱えていることを明らかにした。そして、さらに事態を
悪化させる状況を招いた要因として、日本の行政機関の縦割り構造を基本とし
たセクショナリズムの問題を指摘した。すなわち、日本の行政機関は各機関ご
とに科学技術の専門家を擁しているが、緊急時に、各機関が連携して情報を共
有し、それらの専門性を結集させて、政府の中枢に助言できるような制度設計
にはなっていなかった。そして、SPEEDI、食品安全委員会の評価書、IAEA
会合への欠席などの事例では、困難な案件に関しては自らの所管を縮小解釈し
ようとするセクショナリズムの弊害が顕在化することになったのである。
最後に、こうした問題の解決を目指した、政府のいくつかの動きについて付
言しておきたい。
第１に、原子力安全・保安院の独立性の問題については、保安院を経済産業
省から分離し、内閣府原子力安全委員会などと統合し、環境省外局として「原
子力安全庁」（仮称）を設置することなどを柱とした原子力規制の組織改革基
本方針が２０１１年８月１５日に閣議決定された
（３６）
。その後、「原子力安全庁」は「原
子力規制庁」に名称変更され、その設置に関する関連法案の閣議決定を目前に
しているところである
（３７）
（２０１２年１月２８日現在）。
第２に、総合科学技術会議については、科学技術政策の企画立案や総合調整
などの司令塔機能を強化した「科学技術イノベーション戦略本部」に改組する
準備が進められている。あわせて、現行の総合科学技術会議の７名の有識者議
員が互いに同格であり、各々の専門分野にかかる助言を行うため、科学技術全
般を俯瞰した一体的な助言が得難い状況にあるという認識の下に、科学技術に
関する専門的な助言を一元的に行う科学技術顧問も創設される予定である
（３８）
。こ
れは、英国政府首席科学顧問が参考にされたと考えられる
（３９）
。
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しかしながら、本稿で論じてきたような独立性と専門性、そしてセクショナ
リズムの問題を置き去りにしたまま表面的な組織改革を行っても、根本的な解
決になるとは考えにくい。今後もこれらの問題については詳細な検討を続けて
いく必要があるだろう。
参照文献
内山融（２０１１）「東日本大震災と日本官僚制」『現代の理論』第２８号、９５－１０７頁。
大鹿靖明（２０１１）「天下り１００人リスト」『週刊アエラ』２０１１年７月１１日号
原子力委員会（２０１０）『原子力白書（平成２１年版）』
原子力安全委員会（２０１０）『原子力安全白書（平成２１年版）』
古賀茂明（２０１１）『日本中枢の崩壊』講談社
城山英明（２００９）「本論―原子力安全委員会のあり方を中心に―」東京大学公共政策大学院
エネルギー・地球環境の持続性確保と公共政策『２００７～２００８年度 原子力法制研究会 社
会と法制度設計分科会 中間報告』
城山英明（２０１０）「原子力安全委員会の現状と課題」『ジュリスト』No.１３９９（２０１０．４．１５）
鈴木達二郎・城山英明・武井摂夫（２００６）「安全規制における『独立性』と社会的信頼―米
国原子力規制委員会を素材として」『社会技術研究論文集』第４巻
藤田由紀子（２００８）『公務員制度と専門性』専修大学出版局
藤田由紀子（２０１２）「医薬品行政における専門性と政治過程―合意形成が困難な行政領域で
の役割―」伊藤武・内山融・岡山裕編著『専門性の政治学』ミネルヴァ書房
横大道聡（２０１１）「原子力安全・保安院と原子力安全委員会」『法学セミナー』２０１１年１１月号
（１） 原子力発電技術機構、発電整備技術検査協会、原子力安全技術センターなど。
（２） その後、同日２０時５０分に福島県対策本部から１号機の半径２kmの住民１，８６４人に避難
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止）の一部改正に係る放射線障害の防止に関する技術的基準の制定について」。
（４） 放射性ヨウ素は年間総量５０ミリシーベルト、セシウムは年間総量５ミリシーベルトが
基準とされた。
（５） 厚生労働省医薬食品局食品安全部長より各都道府県知事・保健所設置市長・特別区長
宛通知（食安発０３１７第３号）「放射能汚染された食品の取り扱いについて」。
（６） 平成１２年度厚生科学研究費補助金特別研究事業「原子力施設の事故等緊急時における
食品中の放射能の測定と安全性評価に関する研究」報告書に基づいて平成１４年３月に厚生
労働省医薬局食品保健部監視安全課により策定された。
（７） 厚生労働省医薬食品局食品安全部監視安全課より各都道府県・保健所設置市・特別区
衛生主管部（局）宛通知（事務連絡）「農畜水産物等の放射性物質検査について」（別紙１
「地方自治体の検査計画について」、別紙１参考「検査計画、出荷制限等の品目・区域の
設定・解除の考え方」、別紙２「食品衛生法の規定に基づく食品中の放射性物質に関する
検査のための機器の確保について」、別紙２参考「食品中の放射性物質に関する検査を実
施することが可能である厚生労働省関係機関」）。http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r
98520000017txn-img/2r98520000017ze4.pdf
この通知により、検査対象は東日本の１１都県に拡大され、当初は都道府県単位とされた制
限の設定や解除が市町村単位で可能となった。また、制限の解除に関しては、当該区域ご
とに原則として複数市町村で１週間ごとに検査し、３回連続して暫定規制値以下となるこ
ととされた。
（８） 水道水については、１都１０県で検査が実施され、３月２０日に福島県飯舘村で１リット
ル当たり放射性ヨウ素９６５ベクレルが検出されて以降、乳児の摂取基準である１００ベクレル
を超えるケースが相次いだ。３月２３日には東京都葛飾区の金町浄水場でも２１０ベクレルの
放射性ヨウ素が検出され、福島、茨城、栃木、千葉、東京の１都４県の２０水道事業者の供
給する水道水で乳児の飲用が制限された。厚生労働省の発表によれば、５月９日までに１９
都道府県で実施された食品の検査件数２７７５件中、基準を超えたのは２３７件であった。魚介
類については、茨城県北茨城市沖で４月１日に捕れたイカナゴから１キログラム当たり
４０８０ベクレルの放射性ヨウ素が検出され、４月１８日に福島県いわき市沖で捕れたイカナゴ
からは、１キログラム当たり１万４４００ベクレルが検出された。魚介類に含まれる放射性ヨ
ウ素の食品衛生法の暫定基準値が規定されていなかったため、４月５日に厚労省はこれを
野菜類と同じ２０００ベクレルと決め、８日の薬事・食品衛生審議会で了承された。茶につい
ては、５月中旬、神奈川県西部の茶畑で、１キログラム当たり５７０ベクレルの放射性セシ
ウムが検出された。暫定基準値には加工食品の規定がないため、茶葉は野菜類、飲用茶は
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水の暫定基準値が準用されることになった。また、牛肉については、７月８日から９日に
かけて、福島県南相馬市の畜産農家から出荷された牛１１頭の肉から、暫定基準値を超える
放射性セシウムが検出された。更に１４日には、福島県浅川町の畜産農家から出荷された牛
が、高濃度の放射性セシウムを含む稲ワラを給与されていたことが判明した。その後、他
の地域においても、放射性物質を含む稲ワラを給与された可能性のある牛が、食用に出荷
され、暫定規制値を超える放射性セシウムが検出された牛肉も確認されたため、原子力災
害対策本部は、７月１９日に福島県、７月２８日に宮城県、８月１日に岩手県、８月２日に栃
木県に対して、各県内で飼養されている牛の出荷制限を指示した（福島県は８月２５日、宮
城県は８月１９日、岩手県と栃木県は８月２５日にそれぞれ一部解除）。
（９） http://www.fsc.go.jp/sonota/emerg/emerg-torimatome_20110329.pdf
（１０） ４月２２日衆議院経済産業委員会における日本共産党吉井英勝議員の質問に対する班目
春樹原子力安全委員長および寺坂信昭原子力安全・保安院長の回答。『しんぶん赤旗』２０１１
年４月２３日。
（１１）『毎日新聞』２０１１年１０月１８日付朝刊、『日本経済新聞』２０１１年４月３０日付朝刊。
（１２）『朝日新聞』２０１２年１月１７日付朝刊。
（１３） ３月１２日の福島第１原発への首相の視察に班目春樹原子力安全委員長が同行した際、
委員長の水素爆発は起きないという説明に対して同日午後に１号基で爆発が起こったこと
などが指摘されている。『週刊アエラ』２０１１年５月３０日号。
（１４）『朝日新聞』２０１１年３月２９日付朝刊。
（１５）『日本経済新聞』２０１１年４月３０日付朝刊。他に、『朝日新聞』２０１１年４月５日付夕刊。
（１６）『週刊アエラ』２０１１年５月３０日号。
（１７）『朝日新聞』２０１１年３月２５日付朝刊の社説は、この会見を「発信されるメッセージに
信頼感が伴わない」と批判している。
（１８）『朝日新聞』２０１１年３月２９日付朝刊。
（１９）『朝日新聞』２０１１年４月５日付夕刊では、この発言を「自らの役割を否定するような
発言」と評し、安全委員会の対応に対し、安全委員 OBからも批判が出ていることが報じ
られている。
（２０）『朝日新聞』２０１１年７月２７日付朝刊。
（２１）『朝日新聞』２０１１年１０月２８日付朝刊。『日本経済新聞』２０１１年１０月２８日付朝刊。
（２２）『朝日新聞』２０１１年７月２９日付夕刊など。
（２３） 経済産業省から電力関連企業への天下りの問題の指摘は多数に上る。例えば、古賀
（２０１１）、大鹿（２０１１）。
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（２４） 鈴木他（２００６）では、日本の原子力安全規制体制全般の「政治的独立性」については
評価しているが、「技術的独立性」においては不十分であると指摘している。
（２５）『朝日新聞』２０１２年１月１８日付朝刊。
（２６）『週刊現代』２０１１年６月２８日号（講談社「現代ビジネス」転載。http://gendai.ismedia.jp
/articles/print/9843）。
（２７） 数字は原子力安全委員会へのインタビュー調査（２０１１年８月１６日実施）による。なお、
本稿の執筆にあたっては、原子力安全委員会の委員および事務局の方に多くの情報と資料
をご提供いただいた。改めてお礼申し上げたい。但し、本稿の内容に関する責任は全て筆
者が負うものである。
（２８） 原子力安全委員会の歴史的経緯については、城山（２００９）（２０１０）。
（２９）『朝日新聞』２０１２年１月１日付朝刊。
（３０） 前掲、インタビュー調査によれば、２０１１年８月１日現在２８名の技術参与の配属は、総
務課３名、審査指針課６名、管理環境課７名、規制調査課１２名とのことである。
（３１） 例えば、米国 BSE問題発生以降、プリオン専門調査会で行われたリスク評価は、米
国産牛肉輸入再開へ向けた日米交渉と平行して、その影響を大いに受けながら進められ
た。藤田（２００８）２８９－２９５頁。
（３２）１９９０年代に発生した英国の BSE問題やその他の食品危機への対応から、欧州各国に
おいても、１９９９年頃より食品安全行政機構の新設や再編が行われた。特にリスク評価に関
わる各国の組織について見ていくと、英国では１９９９年の食品基準法に基づき、２０００年４月
に食品基準庁（Food Standard Agency）が、職員数６００名以上の規模で新設された。フラ
ンスでも１９９９年４月に食品衛生安全庁（Agence Francaise de Securite Sanitaire des Ali-
ments）が、予算上の定員５５０名の他、非常勤職員１１３名、出向者等による職員１３４名の規模
で発足した。ドイツでは、２００２年１１月に連邦リスク評価研究所（Bundesinstitut f?r Risik-
obewertung）が、職員数６５０名の組織として設立された。また、EUとしては、２００２年１月
２１日の EU農相理事会で採択された規則に基づき、欧州食品安全機関（European Food
Safety Authority）が、職員数２５０名体制を目指して設立された。数字は農林水産省資料
（BSE問題に関する調査検討委員会配布資料、２００２年）「主要国の畜産・食品行政におけ
る役割分担」による。
（３３） 縦割り行政の問題については内山（２０１１）においても言及されている。
（３４）『朝日新聞』２０１２年１月３日、４日、１３日付朝刊。
（３５）『朝日新聞』２０１１年６月２１日付朝刊。
（３６） 平成２３年８月１５日閣議決定「原子力安全規制に関する組織等の改革の基本方針」http:
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//www.cas.go.jp/jp/genpatsujiko/pdf/kakugi_110815.pdf.
（３７）『日本経済新聞』２０１２年１月２４日付電子版。
（３８）『日本経済新聞』２０１１年１２月５日付電子版。
（３９） 英国の政府首席科学顧問（Chiref Scientific Adviser to HM Government and Head of
the Government Office for Science）は、科学技術に関して首相や閣僚メンバーに直接に助
言を行う首相直属のポストである。政府全体の科学技術に関する助言に対して責任を負
い、各省の首席科学顧問のネットワークを率いている。http://www.bis.gov.uk/go-science/
chief-scientific-adviser
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